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各公共職業安定所長 殿

愛知労働局職業安定部長

(公印省略)

高年齢者雇用確保措置の実施義務化に伴う求人の取り扱いに

について

標記について平成18年1月25日付け職首発尭0125004号､職高高
発第0125001号により､厚生労働省職業安定局首席職業指導官並びに高

齢 ･障害者雇用対策部高齢者雇用対策課長から別添のとおり通知 (以下 ｢高齢

法通知｣という｡)がありましたので､下記にも留意のうえ業務の円滑な推進に

配意をお願いします｡

記

1 高齢癌通知の記の1の(1)にもとづき､ 求人公開カードに ｢高年齢者雇用確

保措置の導入について指導中｣の表示 (以下 ｢指導中表示｣というO)を行う

場合

(1)指導中表示を行った求人票の写しを求人部門から雇用指導官へ回付する

こと｡

なお､この場合､事業所台帳補足についても ｢指導中表示｣を入力する

こと｡

(2)求人票の写しの回付を受けた雇用指導官は､求人票の写しに係る事業所

に対し指導を行うこと｡

なお､指導経過を事業所台帳補足に入力する等の方法によって保管する

こと｡

(3)一度指導中表示を行った事業所からの求人の申し込みについては､高辛

齢者雇用確保措置が導入されるまで､求人公開カードに指導中表示を行っ

て受理すること｡

(4)指導を行った碍果､高年齢者雇用確保措置が導入された場合は事業所育

帳補足にその旨を入力し､求人公開カードの指導中表示を抹消すること｡



2 高齢法通知の記の1の(1)のりにもとづき､求人不受理の取り扱いとした場
ノ∠ゝ
ロ

(1)事業所台帳補足に ｢高年齢者雇用確保措置導入拒否｣の表示を行い､求

人部門から雇用指導官に事業所名等を連絡すること｡

(2)雇用指導官は上記(1)の連絡に基づき事業所に対し指導を行うこと｡

(3)一度求人不受理となった事業所からの求人申し込みについては､高年蘇

者雇用確保措置が導入されるまで受理しないこと｡

3 施行日より前 (平成 18年3月31日まで)に受理する求人に係る取り救

い

(1)高齢法通知の記の2の取り扱いについては本通知到着後に速やかに実施

することO

(2)事業所に確認した結果､既に高年齢者雇用確保措置が導入されているこ

とが判明した場合､又は雇用指導官が既に高年齢者雇用確保措置が導入済

みセあることを把握している場合は､その旨を事業所台帳補足に入力して

おくこと｡

また､当該事業所については､施行日以降に求人の申し込みがあった場

合は高年齢者雇用確保措置について改めて確認する必要はないこと｡

(3)事業所に対する周知については､別紙2を参考にして各安定所において

行う他､職業対策課において作成するパンフレット等を活用すること0

4 その他

(1)高年齢者雇用確保措置の導入に係る指導については､求人単位ではなく､

事業所単位であること｡

(2)高年齢者雇用確保措置を導入しているか否か等の嘩認は聴き取りによる

方法で行って差し支えないこと｡

(3)高年齢者雇用確保措置が新たに導入されたことを把握した場合は､事莱

所台帳の内容についても確実に変更しておくこと｡

(4)業務全体の流れについては､別紙 1を参照すること｡

(5)本取り扱いは､学卒求人についても同様であること｡

担 当 職業安定課職業紹介係

電 話 052･219･5505

FAX O52･220-0571

担 当 職業対策課高齢者対策担当

電 話 052･219-5507

FAX 052-220-0572



高年齢者雇用確保措置の実施義持化に伴う求人の取り拍いG)流れ

1

次の項目に打 てチェック

別紙1
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別紙2

革叢生の皆様へ

孜正高年齢者雇用安定法施行に伴う､求人申し込みの際の取

LJ損目について(訴願い)

平成18年4月1Ejより､高年齢者の65歳までの継続雇用の推

進を目的として､改正高年齢者雇用安定法が施行されます｡

この改正に伴い､同法の基準を満たしていない事業主の皆様には､

就業規則または労働協約等において､高年齢者雇用確保措置として､

①定年年齢の引上げ､②維続雇用制度の導入又は③定年の定めの廃

止の措置をお願いすることになります｡

併せて､本年4月1日以降にお申し込みいただく求人について､

当該高年齢者雇用確保措置が行われているかどうかの確認をさせて

いただくこととなり､本年2月1日以降3月31日までにお申し込

みいただく求人についてもこれに準じた確認の対象となりますので､

ご理解とご協力をお願いします｡

また､当該措置を行われた場合は､｢事業所登録シート｣の登録デ

ータの変更の届出をお願いします｡

改正高年齢者雇用安定法についてご不明な点がありましたら､㊨

⑳窓口までお気軽にご相談ください｡

平成18年2月

◎◎公共職業安定所

求人部門



職 首 発第0125〔粒1号

職高高発第0125の1号
平成 18年 1月25日

各都道府県労働局職業安定部長 殿

厚生労働省職業安定局

. 首 席 職 業 指 導 官

高齢 ･障害者雇用対策部

高 齢 者雇 用 対策課長

高年齢者雇用確保措置の実施義務化に伴う求人の取扱について

平成 18年4月 1日から､高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法

律 (平成 16年法律第 103号C以下 ｢改正高齢法｣というo)第9条の規定による高年齢

者雇用確保措置の実施義務が施行され､65歳未満の定年の定めをしている事業主は､そ

の雇用する高年齢者の65歳 (※ この年齢は男性の年金 (定額部分)●の支給開始年齢の

引上げスケジュールにあわせ､男女ともに平成25年4月1日までに段階的に引上げるこ

ととなっていることから､平成 18年4月 1日から平成 19年3月 31日までは62歳､平

成 19年4月1日から平成 22年3月31日までは 63歳､平成 22年4月 1日から平成 25

年3月 31日までは64歳と読み替えることとする｡以下同じC)までの安定した雇用を確

保するため､当該年齢の引き上げ､継続雇用制度の導入又は当該定年の定めの廃止のい

ずれかを講じなければならないこととなるC

公共職業安定所における求.̂の受理については､職業安定法 (昭和 22年法律第 141号)

第5条の5の規定に基づき､求人の申込みの内容が法令に違反するとき等は̀､その申込

みを受琴しないことができるとされており､平成 18年4月1日以降に申し込まれた求人

について､求人者が改正高齢接を遵守していれば､採用された求職者が当然対象となる

べき高年齢者雇用確保措置が､当該求人の内容では受けられないような場合は､求人の

申込みの内容である退職に関する労働条件について､改正高齢接に違反するものとして､

当該求人を受理しないことができるものであるQ

しかしながら､高年齢者雇用確保措置の未実施事業所からの求人であっても､求職者

が採用された場合に直ちに不利益が及ぶ可能性は低いものと考えられるとともに､同措

置の実施の徹底を図るためにも､求人を直ち･に不受理にするという制裁的対応を行うの

ではなく､当該求人者とのつながりを確保しつつ適切に指導することがかえって効果的

であるとも考えられるところである｡

-1-
18.H 拍



以上の観点から､高年齢者雇用確保措置の実揮義務化に伴 う求人の取扱については､

下記のとおりとするので､業務に遺漏なきようお願いするD

記

1 施行日以降 (平成 18年4月1日以降)に受理する求人の取扱について

(1) 求人を受理する際には､求人申込書の ｢定年等｣欄の記入に奉づき､下記アから

りの場合に応じて､高年齢者雇用確保措置の導入について了必要な確認や指導等を

行うこと｡
＼ _ー_一･

ア ｢定年制｣がない又は65歳 (※)以上である場合

当該求人に応募する求職者に適用される労働条件について､法令違反があると

はいえないことから､通常に受理して差し支えないものであること0

ただし､当該求人の申込み内泰に関し問題がない場合であっても､運用により

実施 している場合など､事業所自体としては高年齢者雇用確保措置が実施されて

いないことが判明した場合は､当該求人は受垣しつつも､別途､雇用指導官が当

該事業所に対する個別指導を行うこと｡

イ ｢定年制｣が65歳 (※)未満であり､｢再雇用｣又は ｢勤務延長｣が65歳 (求)

以上である場合

当該記入内容のみでは､改正高齢法違反の有無を判断することはできないこと

から､継続雇用制度 (再雇用制度又は勤務延長制度)の内容に関し､①採用され

た求職者が希望すれば必ず対象となる制度となっているか､②採用された求職者

が希望しても必ずしも対象とならない場合､対象となる者に係る基準は､改正高

齢法第9条第2項や同法附則第5条の規定に基づく適切な基準となっているかに

ついて､求人者から聴取することにより確認すること (平成 17年4月 26日付け

職高企発第0426001号､職高高発第0426001号等を参照のことO)｡

これにより､当該求人に係る継続雇用制度が適切なものと認められる場合は､

聴取した内容を求人管理情報の求人条件に関する特記事項に記録した上で､求人

を受理することとし､適切なものとは認められない場合については､下記クの場

合に準じて雇用指導官と連携しっ?必要な指導等を行うこと｡

なお､継続雇用制度の対象となる者に係る基準の内容等に関し､改正高齢法に

違反するものであるかどうか判断が困難な場合は高齢者雇用対策課に照会を行う

こと｡

ウ ｢定年制｣が65歳 (※)未満であり..｢再雇用｣及び ｢勤務延長｣もない又は65

歳 (※)未満であ̀る場合

原則として､高年齢者雇用確保措置が講じられていないものとして､パンフレ

ット等により情報提供を行いつつ､当該措置の導入を指導すること｡なお､必要
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に応じ､雇即 旨導官と連携して指導を行うこと｡

ただ し､事業所としては高年齢者雇用確保措置を実施済であり､改正高齢法第

9条第2項又は同法附則第5条に基づく基準を設定し､当該基準に該当しない者

の募集に係る求人の申込みを行う場合や､子会社 (連結子会社など､緊密性 ･明

確性が認められ､両者一体として-つの企業と考えられる場合に限る)に転籍さ

せて継続雇用をする場合など､改正高齢法違反が認められないと半u断される場合

は､その旨を求人管理情報の求人条件に関する特記事項に記録の上､求人を受理

して差 し支えないものであること｡

指導を踏まえて､高年齢者雇用確保措置の導入を検討する意思がある事業所に

ついては､求職者に対する情報提供を公正に行うため､求人公開カー ドに ｢高年

齢者雇用確保措置の導入について指導中｣と補足表示を行 うことを説明の上､求

人を受理することO

直ちに高年齢者雇用確保措置を導入することが困難であっても､求人者が指導

を踏まえて検討をしていく意思が示されれば上記により対応することとするが､

全く指導に従う意思がない事業所については､当該求人を不受理とし､以後､雇

用指導官が速やかに事業所を訪問するなどにより個別指導を行うこと｡

(2) 上記(1)のりによる指導により求人公開カードに補足表示を行った求人を羊ついて､

高年齢者等の職業紹介を行うに当たっては､必要に応じ､当該求人者の高年齢者雇

用確保措置の実施状況等についての補足説明を行い､求職者が当該条件を考慮に入

れた上で選択が行えるよう配慮することO

また､上記(1)の確認等により､申込みの内容に問題がないものとして受埋した

求人であっても､紹介した求職者等から､高年齢者雇用確保措置の実施状況に関し､

実態と異なる旨の申出等があった場合は､速やかに事実確認の上､雇用指導官と連

携しつつ必要な指導等を行うこと｡

(3) 上記(1)や下記2の確認 ･指導や個別の事業所訪問等を通じて､既に高年齢者雇

用確保措置を実施していることが明らかとなっている事業所については､求人申込

みの都度､上記(1)の確認を行う必要はないものであること｡

また､-こうした措置を円滑に実施するためにも､雇用指導官の把握した情報を求

人部門に速やかに提供するなど､雇用指導官と求人部門の連携を密にしてお くこと｡

2 施行日より前 (平成 18年3月31日まで)に受理する求人の取扱について

平成 18年2月以降の求人受理に当たっては､上記1に準じて求人者の高年齢者雇用

確保措置の導入予定等について確認を行い､求人受理の時点において当該措置が導入

されていない場合には､制度の周知等を行うこと｡

施行日より前の受理日において高年齢者雇用確保措置が未実施の事業所からの求人

であって､当該求人が施行日を跨いで有効中となるものについては､施行日前に､雇
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用指導官と求人部門が連携して再度､当該事業所における導入状況の確認を行い､施

行日においても導入の見込みが立たない場合は､施行日以降は､当該求人公開カード

に補足表示を行う等上記1の(1)のりと同様の指導を行うことo
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